
（特命一者用） 

 

 

随意契約理由書  
令和７年１１月２０日  

担当課名：防災危機管理課 

1 随意契約番号 総２０２５－３－１５ 

2 契約案件名 全国瞬時警報システム（J-ALERT）新型受信機更新 

3 履行場所 南アルプス市小笠原地内 

4 契約の相手方・所在地 
名 称：山梨パナソニックシステム（株） 

所在地：山梨県中巨摩郡昭和町西条 2231 

5 設計金額（単位：円） ７，２３８，０００円（税込） 

6 総価・単価の別 総価 

7 随意契約の法令根拠 地方自治法施行令第 167条の 2第 1項第 2号該当 

8 案件等の内容及び契約の相手方選定の具体的理由 

【案件概要】 

消防庁は令和５年７月に「全国瞬時警報システムの次期受信機に係る情報提供について」

の中で、現在運用されている受信機は導入から５年以上が経過し、構成部品の老朽化等に伴

う故障件数が増加していることにより、緊急情報の住民伝達に支障を来すことが懸念される

ことや、現行受信機の故障によるサポートが不能となる、との内容を公表している。 

その後、令和７年１月に「全国瞬時警報システムの新型受信機の整備について」の中で

は、J-ALERTは今後、地域単位で細分化して情報を配信できるようにするためのシステム更

改を予定しており、令和７年度までに、防災気象情報の体系整理を踏まえた運用変更に対応

可能な新型受信機を整備するよう求めている。 

上記のため、新型J-ALERT受信機を含めた既設J-ALERT設備を速やかに更新する必要がある

ため、更新を行うものとする。 

 

【相手方選定の具体的理由】 

 平成２２年度に導入した本システムは、山梨パナソニックシステム（株）が工事受注し整備

された。機器等の不具合発生は災害等の緊急時に市民の安全性を著しく損なうことになるため、

機器の故障等緊急時の迅速な対応を行わなければならない。 

また、防災行政無線と接続・連携しており、密接不可分な関係にあるため、防災無線設備の

保守業者である山梨パナソニックシステム（株）と随意契約により機器更新の契約を結びたい。 

 

 

 

 

9 契約日 令和 7年 11月 28日 10 契約金額 7,150,000円（税込） 



（特命一者用） 

 

 

 

随意契約理由書 
令和７年８月１２日  

担当課名：上下水道局 総務課   

1 随意契約番号 上 2025-4-7 

2 契約案件名 水道料金調定システム機器等借入 

3 履行場所 南アルプス市飯野地内 

4 契約の相手方・所在地 
名 称： 旭陽電気㈱ 

所在地： 山梨県韮崎市神山町鍋山 300 

5 設計金額（単位：円） 
６，５８６，８００円（税込・５年リース総額） 

（月額１０９，７８０円×６０ヶ月） 

6 総価・単価の別 総価 

7 随意契約の法令根拠 地方公営企業法施行令第 21条 13第 1項第 2号該当 

8 案件等の内容及び契約の相手方選定の具体的理由 

 

【案件概要】 

本業務は、水道料金調定システム用の機器等の更新による借入業務である。 

 

 

 

【本業務に必要とする条件】 

既存の水道料金調定システムを問題なく稼働する状態に設定できること。 

 

 

 

【相手方選定の具体的理由】 

本業務は、旭陽電気株式会社が導入・保守を行っている水道料金調定システムの既存ハ 

ードウェアのリースが終了となるため、機器を新たにリースするものである。 

  この機器等の導入を他の者に履行させた場合、システムを使える状態にするための設定 

作業が困難になるのみならず、既存システムに不具合が生じた場合の契約不適合責任の範 

囲が不明確になるため、旭陽電気㈱と随意契約を締結したい。 

 

 

 

 

9 契約日 令和７年１０月６日 10 契約金額 
5,874,000円（税込） 

（月額 97,900円×60ヶ月）（税込） 



（特命一者用） 

 

随意契約理由書 
令和７年１０月２０日  

担当課名：工務課  

1 随意契約番号 上 2025-4-8 

2 業務委託名 管路情報・設計積算システムハードウェア更新リース 

3 履行場所 南アルプス市 飯野 地内 

4 契約の相手方・所在地 
名 称：㈱管総研 東京支店 

所在地：東京都中央区京橋 2-1-3 

5 設計金額（単位：円） 19,650,000円（税抜 ）21,615,000円（税込） 

6 総価・単価の別 総価 

7 随意契約の法令根拠 地方公営企業法施行令第 21条の 13第 1項第 6号 該当 

8 案件等の内容及び契約の相手方選定の具体的理由 

 

 

【案件概要】 

 本業務は上下水道局内に設置してある管路情報・設計積算システムのハードウェア更新リー

スである。 

 

 

【本業務に必要とする条件】 

 上下水道局で使用している管路情報・設計積算システムの内容を確実に理解、把握し保守管

理ができること。 

 

 

【相手方選定の具体的理由】 

 今回の機器更新については、上下水道局で導入している管路情報・設計積算システムからデ

ータ移行（システム含む）が必要であるため、現システムの開発者である者以外の業者に委託

した場合、既存システムに不具合が生じた場合の契約不適合責任の範囲が不明確となるなど、

他の業者ではデータ移行作業等の安全性が確保できないことから、システム開発者である㈱管

総研東京支店と随意契約を締結したい。 

9 契約日 令和７月１１月１１日 10 契約金額  ２１，６１５，０００円 


